
特集省エネルギー

エネルギーモデル分析と省エネルギー

大山達雄・森清尭

1. はじめに

わが国への 1 次エネルギー供給は，昭和52年度

において合計387x 1018 kcal (石油換算4.12億kß)

であるが，その約90%を輸入に依存し，また燃料

種別にみると 70%以上も石油に依存している.総

合エネルギー調査会の昭和54年 8 月の見通しによ

ると，昭和70年度におけるわが国へのエネルギー

供給の合計は石油換算で8.25龍kßとされ，そのう

ち輸入石油量は3.66億kßと予測されている.この

ような中でたとえば西暦2000年におけるわが国の

エネルギー需給を考える場合，原油を中心とする

1 次エネルギー供給の将来の不安定性にともなっ

て，それがわが国のエネルキ‘ー供給システムある

いは産業構造を含めたエネルギー需要形態にいか

なる影響をもたらすかを予測し，また来たるべき

21 世紀初頭におけるわが国の望ましいエネルギー

供給システムがいかなるものかを考察することが

必要である.このような問題に対するひとつのシ

ステム工学的アプローチとしてエネルギーモデル

分析がある.

エネルギーに関する政策的，経済的，技術的諸

問題の分析をエネルギーモデルによって行なおう

とする研究は，米国をはじめとしてわが国におい

ても近年数多く行なわれている.われわれの作成

したエネルギーモデルによるいくつかの特徴的な
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分析として，エネルギーをめぐるわが国の情勢を

エネルギーモデルによるモデル分析上の諸現象と

対応づけること，あるいはこのようなエネルギー

モデル分析によって現実の園家的，社会的な政策

との関連づけを行なうことなどが試みられた.ま

た一方将来に予想されるエネルギーの供給不安定

さの増大や価格の高騰化にともなって省エネルギ

ーが今後のエネルギー問題の中で果たす役割もま

すます大きくなってきている.そこで省エネルギ

ーが今後のわが国のエネルギーシステムに対して

どのような効果を果たしうるかを知ることは，省、

エネルギ一政策の評価のため，さらにはそれを促

進するためにも重要である.本稿ではわれわれの

開発したエネルギーモデルの簡単な紹介とともに

このモデルを用いた分析のいくつかを省エネルギ

ー効果分析を含めて以下に紹介する.

2. エネルギー毛デルの概要

ひとくちにエネルギー問題と言っても技術的，

経済的，社会的，そして資源的に多くの複雑な面

を有している.したがってある地域あるいはある

国のエネルギーシステムを考える場合にこれらの

多くの側面あるいは複雑な諸要因を総合的に把握

する必要が生じ，そこからエネルギー問題のモデ

ル分析といったアプローチが現われてきたと言え

よう.このようなモデル分析が最初に現われたの

が厳密にいつのことであるかは筆者にとって明確

ではないが，少なくともシステム分析手法を用い
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図 2.1 エネルギーモデルの構成

た分析が，電気事業あるいは石油精製業などの個

別の産業からエネルギーシステムといった総合的

なシステムを対象として適用されるようになった

のは 1970年に入ってからのように思われる.この

意味で‘ K. Hoffman の学位論文にあるモデル分

析[日]などは，かなり初期の研究結果であって，

かつまたその後にも本質的な変革を迫られること

なく継続して利用されているアプローチであると

いうことができょう. Hoffman モデルでは，最

終エネルギー需要を与えたうえでその需要を最小

コストでまかなうようなエネルギーの供給，変換

のフローを線形計画 (L P) モデルによって求め

るという形をとっている.ここに紹介するわれわ

れのモデルも何らかの評価基準のもとにエネルギ

ー供給システムの最適化を行なうという点で Ho.

ffman モテ‘ルと本質的には同様のものである.つ

まりわれわれのエ不ルギーモデルは， 1975年のわ

が国のエネルギー需給システムを前提としたうえ

で， 2000年におけるエネルギー需給の望ましい姿

を描き出そうとするものである.以下にそのモデ

ルの概略を紹介しよう.

エネルギーモデルは図 2.1 のような構成を有し

ているが，図にもあるように大きく需要モデルと

供給モデルから成る.さらに供給モテ、ルは非原子

力部門と原子力部門に分かれ，特に前者は石油，

石炭，都市ガス，電力の 4 サブモデノレを含んでい

る.われわれが分析の対象とする部分は，このエ

ネルギー供給モデルの非原子力部門を数学的に定

388. (30) 
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式化した LP モデ、ルである.さてエネルギー需要

モデルは，供給モデルへの外生値を与えるための

最終エネルギー需要を計算するモデル句、あって，

大きく産業，輸送，家庭，業務の 4 部門から成っ

ている.産業部門では， 13分類の各産業において

2000年の最終エネルギー需要(以下，最終エネル

ギー需要とは真にある目的のために有効に利用さ

れたエネルギーとしての有効エネルギー需要を示

すものとする)をボイラー，加熱炉，乾燥炉など

の使用機器別に算出する.このようなエネルギー

需要は2000年における産業別のエネルギ一原単位

を設定して計算される.輸送部門では，輸送需要

を旅客と貨物に分類したうえで，前者を自家用乗

用車， 営業用乗用車， パス， 内航海運， 航空機

に，後者をトラック，鉄道，内航海運，外航海運

に細分し各輸送方式ごとの需要を与えている.家

庭部門では，エネルギー需要を大きく，冷房，暖

房，給湯，調理，動力・照明・通信の各需要に分

類し，さらに冷，暖房に関して独立住宅と集合住

宅，寒冷地域と温暖地域とに分けて各分類別の有

効エネルギー需要を算出してし、る.また業務部門

では，エネルギー需要を大きく冷房，暖房，空調

・動力・照明の各需要に分類し，さらに冷暖房に

関して事務所，店舗，ホテル・旅館，学校， j丙院

等に分け，各分類別の有効エネルギー需要を算出

している.以とのようにして与えられた2000年に

おける各部門の有効エネルギー需要は，以下に述

べるエネルギー供給モテ、ルの外生値として用いら

れ，供給モデルの中でそのようなエネルギー需要

をまかなう最適なエネルギーの供給，変換のフロ

ーが求められる.

エネルギー供給モテールは図 2.1 にもあるように

4 コのサブモデルを含んでいるが，構成の点から

その大部分を占める主要なものは石油サフモテ、ル

と電力サブモデルである.石炭サブモデルでは，

国内炭と輸入炭に対して原料炭と一般炭の分類を

行なし、，これらがコールセンターを経てあるいは

直接に産業部門の鉄鋼業，あるいは電力，都市ガ

午、
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スなどの各部門において消費さ

れるまでのフローが定式化され

C� 

ている.また都市ガスサブモデ

ルでは，原料炭，

G ， LNG，原油，重油などの原

料の都市ガスへの変換がノミラン

ス式の形で定式化されている.

石油サプモテソレは原油からいく

つかの石油製品に至る石油精製

フローのプロセスが，図 2.2 の

ようなフロー図の概略をもとに

定式化されている.

ブモデルの分析から，輸入先別

に 11種に分類された各種原油の

輸入量，蒸留，分解，改質，脱硫等の各種設備の

新設量および稼働状況，各種石油製品の生産量等

が得られる.電力サブモデルは，発電設備を発電

方式によって 13種類に分類し，それを 3 種類の立

地タイプの分類と組合せて，各種設備が各立地分

類の中でいかに新設されるのが望ましいか，
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さら

にはそれらの設備が， 1975年時点ですでに械働し

ている既設設備を含めて，いかなる運転形態をと

ってどのような燃料を消費するのが効率的である

かを求めるものである.またそこでl'j_ えられる電

力需要に関しては，産業用需要が産業別，使用機

総別に年負荷持続曲線の中で外生的に与えられる

のに対して，家庭用，業務用，輸送用の電力需要

これらが将来の不確定な要因を含み，

f
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万
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図 2.3

立地タイプ，発電設備，運転負荷領域，

使用燃料の関連

つ高|発電設備|運転負荷時1 使用燃料
I I 重原消火力 IB ， MI , MII , pl重油，原油

|司棚重原油火力 18 ， MI ， Mn~pI釘7同
隔|石炭火力 IB.MI .MII. PI一般炭

i型|石炭ず子作太刀 IB.MI .MII. PIずネ~1l:界一一
新 1 石炭液化火力 IB.MI .MII. PI液化炭

I 1 重原油火力 IB.MI.MII.PI重油，原油

! I 排脱重原油火力 IB ， MI , MII , pl重油，原油

設|ιI L N G 火力 IB ， MI , MII , plLNG 

! I 世ム~ ~，..，..心重油，ガス化炭
;傍l !fi官ツ汁グノV:;\.IB ， MI ， MII ， pl液化炭， LPG 
i I /J ILNG 

九伊丹電型'. IJB , M_I' ?v:lIl, plLN竺

備レ::-γ ト-I 73' ﾃ ?l - ~:/ I MII. P 

1-~ A..->..L. ~ h .1 ,t.. 1 重油，ガス化炭
霞|複合サイグノル M 1, MII. pl液化炭， LPG
I /J I L NG  

'1 燃料電池 I IMI. MII. PILNG 

!型I-jf示三:/ M 1，瓦瓦五回
孟 ι五_';[I~丙ヨ___L_
重原油火力 IB.MI , MII. PI重油，原油

既|排脱重原油火力 IB ， M I , MII , pl重油，原油

設l 石炭火力 IB ， MI .MII. PI一般炭

設IL N G 火力 IB.MI .MII , PILNG 

ガスタービン MII ， P 軽油

1980 年 6 月号

石油精製フローの概略図 2.2

表 2.1

発水

備

揚
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た燃料としても，石油製品，石炭，都市ガスなど

の他の燃料との競合itを有ーすることから，モデル

の中で内生的に求めることにしている.つまり電

力需愛.の年fl，何持続曲線は全部が外生的に与えら

れるのではなく，一部が内生化されているという

ことができる.なお電力供給に対しては，各種発

電設備に関して，立地タイプ，運転負荷領域，使

用燃料竿の[x:1AIは去 2.1 の通りである.また負荷

持続曲紋は， 1 ギ12.3 にあるように 4 つの運転負荷

領域と 4 つ川/.'J 間帯(さらに瞬時ピーク時が加わ

る)に分，.';IJ ，~れてし、る.また上に述べたような石

油，石炭， r~I; t! j カス，電力等のエネルギー供給シ

ステムが家 1，[.業務手の最終エネルギー各部門と

連結すと) ，';j;う 各々凶 2.4，図 2.5 のようにエ

ネルギ-". p，IJ ，ìn 総別に与えられている.

3. 毛デル分析と省エネルギー

3.1 原油供姶制約下におけるエネルギー冊給

388 (32) 

屯気(暖房)
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r,p IIi tr え

灯油
軽.A重油

LHL軍油

LLL重油

電気

(空調動力)
照明など

図 2.5 業務部門の概略

エネルギーモデルの概要については前章でその

紹介を行なった.以下ではそのようなモデルを用

いたいくつかの計算結果，分析結果について述べ

る.現手Eのところわれわれエネルギーモデルの入

力データ，パラメータに関しては，まだ多くの修正

の余地を残している状況である.したがってここ

に紹介する結果に関しては，厳密な数値よりもそ

デルの解の示唆する傾向あるいはその分析方法等

に特に注目されたい.われわれのエネルギーモデ

ルは， 1975年のわが国のエネルギー需給システム

をベースとして， 20∞年における何らかのシステ

ム最適化を行なうものである.特に2000年におけ

るわが国への原油供給量総計の上限が 4. 75億kØ

から3.50億kØに至るまでの諸供給制約の変化(供

給量上限の多いほうから0.25億køずつ減らし，各

々を 1 ， 2,…, 6 ケースと呼ぶ)に対して，エネル

ギーシステムのトータルコスト(年経費)最小化

(TCM) シリ{ズと 1 次エネルギー消費最小化

(PEM) シリーズの 2 シリーズの結果の分析を

中心に述べることにする.なおここで， PEMシ

リーズにおいては， TCMシリーズの各ケースに

対する最適目的関数値の 5%増までの範囲をPE
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図 3.1 原油供給逼迫化にともなう l 次エネル

ギー供給量の推移

Mシリーズ各ケースのトータルコストのとりうる

範囲として設定しであることをつけ加えておく.

これは，まず総コスト最小化が主目標であること

を前提として，そのうえでコスト最小化をめざし

つつ 1 次エネルギー消費量をできるだけ少なくす

るようなエネルギーの需給形態を求めることを目

的として設定したシリーズである.まずわが国へ

の原油供給の逼迫化にともなう l 次エネルギー供

給の推移をケース別にみると図 3.1 のような傾向

が得られる.この結果からは以下のようなことが

明らかとなろう.

TCMシリーズでは，まず石炭(一般炭)が廉

価であることから優先的に輸入され，原油供給が

厳しくなるにつれて LNG (液化天然ガス)によ

ってそれを補うが， TCM5 ケース，つまり原油

供給量が 3. 75億kii あたりではそれでも不十分と

なり液化石炭が輸入されるに至る.また一方PE

Mシリーズにおいては，発熱量あるいは変換効率

が相対的に良い燃料としての LNGあるいは液化

石炭が優先して輸入されるが，原油供給が逼迫化

するにつれて LNGの増加あるいは石炭の大幅増

によって液化石炭は減少傾向をたどり，さらに原

1980 年 6 月号
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図 3.3 目的関数値と原油供給上限制約のシャ

ドウプライス値 (PEMシリーズ)

油供給が厳しくなると再び輸入増となる.なお各

ケースに対して，石炭，液化石炭に関しては輸入

総量上限， LNGに関しては都市ガス，電力の各
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部門における消費量上限値あるいは LNG火力設

備新設容量上限値等が設定されていることをつけ

加えておこう.

1 次エネルギー源としての原油， LPG (液化

石油ガス)， 石炭などが 2000年におけるわが国の

エネルギーシステムの中で資源としていかなる

“価値"を持つのかということに関して， LP モ

デルのエネルギー源別の上限制約式のシャドウプ

ライスの観点、から眺めてみよう.まずTCM， P 

EMの各シリーズに対して，各ケースの目的関数

値(ここでは第 2 章に述べたように原子力部門，

あるいは一般水力発電部門等はコストおよび l 次

エネルギーに勘定されていなし、)と原油供給制約

式のシャドウプライスの値が図 3.2，図 3.3 に与

えられている.なおここで原油供給上限制約式の

シャドウプライスとは， 111重の原油に対してそれ

らのシャドウプライスの平均をとったものであ

る.油種別のシャドウプライス値は，各ケースに

対してほとんど一定であること，つまりこれらの

サンプルの分散が非常に小さいことをつけ加えて

おこう.これらの結果から以下のことが確認され

よう.まずTCMシリーズに関しては，原油のシ

ャドウプライス(つまりコスト面からみた“原油

の価値"と解釈できるであろう)は kß あたり 7.7

X 103円程度であったのが石油供給制約が厳しく

なるにつれて急激に上昇し ， TCM6 ケースでは

約50倍の353.0 X 103 円程度となる.目的関数値の

上昇傾向と比べても原油シャドウプライスの上昇

が非常に大きいことは容易に確認される . PEM 

シリーズでは，図 3.3 からも分かるように， 目的

関数値，つまりこのエネルギーシステムの 1 次エ

ネルギー消費量は PEM5 ケースあたりから上昇

し，それに対応して原油シャドウプライス(つま

りエネルギーとしての“原油の価値")は 0.67 x 

104kcalj ß あたりでほぼ一定であったのが PEM

6 ケースでは 18.4 X 104kcalj ß 程度に上昇してい

る.このような原油シャドウプライスの急激かっ

大幅な上昇は，原油に大きく依存しているわが国

370 (34) 

Xlυ4ycn !t 

40 

:JO 調ーー_.・ LPG

-ー :úiλ ( -青空炭 j

20 

lOf 

。

\一\\
lO'kl 

(原油供給)

図 3.4 LPG，石炭のシャドウプライスの推

移 (TCMシリーズ)

のエネルギーシステムにおいては，将来原油供給

が逼迫化した場合に原油の“価値"が大幅に上昇

することを示しているということができょう.そ

こで，なぜ原油の“価値"がこのように大幅に上

昇するのか，あるいはまた何がこの上昇に起因し

ているのかということをLP モデル解のシャドウ

プライスをその構成要因までさかのぼって調べる

ことはエネルギーシステム分析上非常に興味ある

問題であると思われるが，それに関する詳細はこ

こでは省略する.またさらに図 3.2，図 3.3 から

は，目的関数値あるいは原油シャドウプライスの

動きをみることによって2000年におけるわが国の

エネルギーシステムが原油供給上限値4.0億 kß あ

たりまではそれほど大きな変化がなく稼働しうる

もののそれ以下となるとシステムとして非常に大

幅な変革を迫られることを示唆していると考えら

れる.なお原油以外の輸入エネルギー源として

LPG と石炭(一般炭)のシャドウプライスの推

移を図 3.4 に掲げてある.図からも LPGのシャ

ドウプライスの上昇傾向が原油とほぼ類似してい

るのに対して，石炭の場合は原油供給制約が“本

格的"に逼迫する TCM5 ケースあたりから原油

のシャドウプライスの上昇よりは緩やかに上昇す

るのが確認されよう.

さて電力部門の将来動向について LP モデルの
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図 3.5 電力需要の概要 (TCMl ケース)

解の概略を紹介しよう.まず電力需要に関しては

TCMl ケースの解は図 3.5 の通りであって，前

述のように産業用電力需要のみが外生的に与えら

れ，他の民生用電力需要はモデルの中で内生的に

得られる形式をとっている.したがって家庭用，

業務用の特に冷暖房を中心とした電力需要は負荷

持続曲線の形状，ひいては負荷率にも大きく影響

することになる.一般にTCM， PEMのいずれ

のシりーズにおいても原油供給制約が厳しくなる

につれて民生用の電力需要は増加する.その大き

な要因となっているのは家庭用，業務用の冷暖房

需要であって，なかでも暖房用電力需要が灯油，

重油等からのふりかわりとして増加するのが図

2.3 の近似負荷持続曲線の第m， N時間帯の電力

需要を高めることによって全体としての負荷率の

向上につながっている.したがってたとえば負荷

率に関しては， TCMシリーズにおいてはTCM

1 ケースで 58.5 %であったのが原油供給の逼迫

化にともなって徐々に増加しTCM6 ケースでは

63.1% となり，またPEMシリーズではPEMl

ケースで59.1%であったのがPEM6 ケースでは

66.9%にまで上昇している.また輸送用電力需要

としての電気自動車に関しては，いずれのシリー

ズのいずれのケースにおいても大幅な増加は得ら

れていないが， LP モデルにおける電気自動車の

充電のための電力需要を表わす変数のTCMシリ

ーズにおけるレデユースト・コスト分析によれば

1980 年 6 月号
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図 3.8 電力供給の概要 (TCMl ケース)

さらに原油供給が逼迫すれば犬幅な需要増もあり

うることが予想される.

電力供給を表わす解の概要を眺めてみよう.ま

ずTCMl ケースの解は図 3.6 に与えられている

が， TCMシリーズにおいては原油供給量制約が

厳しくなるにつれて LNG火力の割合が増加し，

TCM5 ケースからはさらに液化石炭を燃料とす

る火力が新設されることになる.また PEMシリ

ーズでは，前にも述べたように石炭火力よりも L

NG火力が優先的に新設され，原油供給量が減少

するにつれて石炭火力，液化石炭火力の新設量が

増加している.なおいずれのシリーズにおいても

重原油火力は，ベースあるいはミドルの負荷領域

を負荷持続曲線の中で分担する現在の役割から変

化し，将来は現在の揚水発電設備が果たしている

役割に近づき，ピーク負荷をまかなうようにな

る.この傾向は原油供給量が少なくなればなるほ

ど，つまり重原油火力用の燃料が少なくなるにつ

れて顕著となることが確認される.したがって揚

水発電設備の新設量は， TCMシリーズでは原油

供給が厳しくなるにつれて減少し，また PEMシ

リーズにおいてはエネルギー効率の観点から完全

に重原油火力，既設揚水設備，新設石炭火力等に

よって代替がなされている.

最後に電力システムをエネルギーシステムのサ

ブシステムとして把えた場合のひとつの評価をL
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図 3. 7 瞬時ピーク時の需要充足条件のスラッ

グ値とシャドウプライス

P モデルの解の観点から与えてみよう.図 2.3 の

負荷持続曲線の瞬時ピーク需要をまかなうという

制約条件は，各種新設設備と既設設備の設備容量

と瞬時ピーク時の設備利用可能率の積和が供給予

備率を考慮したうえでの瞬時ピーク需要をまかな

うことを示す式である.そこでこの制約条件式が

LPモデルの最適解においてスラック値を有する

か，あるいはスラック値が零でシャドウプライス

を有するかは，電力システムが電源構成上で設備

の余剰(信頼性を考慮した供給予備以上の余分な

設備に相当する)を有するか否かに対応すると言

えよう.図 3. 7 からもわかるように， TCMシリ

ーズにおいてはTCM3 ケースからスラックが現

われはじめ，原油供給が逼迫化するにつれて増大

しTCM6 ケースではそれが 4000万kWにも達す

るのがわかる.現在の電力システムが重原油火力

設備に大きく依存しているために，発電用燃料と

しての重油，原油が不足するとそれらが余分の設

備になりうることを示唆していると言えよう.ま

た PEMシリーズにおいて PEMl ケースからす

でにスラックが現われているのは次エネルギ

ー消費の最小化という観点からは揚水設備等の発

電効率の悪い設備が余剰設備として解釈されるこ

とも起因していると思われる.しかしながら PE

Mシリーズのスラック量には前述の PEMシリー

ズ設定のための 5%幅のコスト制約も大きく影響

していることをつけ加えておこう.
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3.2 省エネルギー分析

エネルギーの供給不安や高価格化により今後ま

すます促進される省エネルギーは， トータルエネ

ルギーシステムに対する効果として， (a)設備また

は機器のエネルギ{利用形態の変化， (ゆエネルギ

ー消費効率，変換効率向上のための技術開発の促

進， (巴)新エネルギー技術開発の促進，さらにこう

した結果として， (d)投入 1 次エネルギー量の逓減

または抑制， (e)最終エネルギー需要の逓減または

抑制，という形で反映する.

わが国全体のエネルギーシステムを模擬してい

るわれわれのエネルギーモテ守ル分析によって上に

あげたような効果を明確にとらえることは難しい

が， (i)モデルで対象とした各機器のエネルギー利

用効率などの技術パラメータの修正， (ii)新エネ

ルギー開発については外生条件としてモデルに組

み込むこと， (iii)エネルギー需要については産業，

民生の各部門別に個別に省エネルギー効果を想定

し，モデルに入力すること，などといった形でエ

ネルギーモデ、ルに省エネルギー要因を考慮するこ

とは可能である.

本節では，現在のモテ、ル分析から容易に考察で

きる省エネルギー効果に対するひとつの定量的評

価方法について LP モデルの解からアプローチし

てみよう.われわれのエネルギーモデルの需要が

産業，家庭，業務の各部門で利用機器別あるいは

機能別に有効エネルギー需要の形で与えられてい

ることは前に述べた.そこでこのような部門別，

利用機器別，機能別の有効エネルギー需要充足条

件の PEMシリーズ各ケースの解のシャドウプラ

イスに注目すると，これらは最終(有効)エネル

ギー需要の単位量 (kcal) の変化がトータルエネ

ルギーシステムの l 次エネルギー消費量にいかに

影響するかを示す量であると言える.つまりこれ

らのシャドウプライスは，各部門における“節約

の効果"あるいは“エネルギー利用機器の高効率

化の影響"等を定量的に示す指標とも解釈できる
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は，産業部門のエネルギ一利用機器の効率が冷暖

房機器の効率より低いことから容易に理解される

であろう.

図 3.8 は各産業においてボイラー，加熱炉，乾

燥炉等の利用機器別需要充足条件のシャドウプラ

イスを平均することによって産業別のシャドウブ であろう.

エネルギー毛デル分析の今後への

課題

4. 

エネルギーモデル分析に関しては第 2 章にその

一例を紹介したが，そこで用いられたLP モデル

のような最適化型モデル分析ばかりでなく，非最

適化型の代表的なものとしてのシミュレーション

型，あるいは産業連関，エコノメトリックモデル

との結合型としての経済分析型などの数多くのモ

デル分析のアプローチが行なわれてきている.

別にプロットしたものである.この結果からも鉄

鋼，非鉄金属，金属等のいわゆるエネルギー多消

費産業における l 次エネルギー消費という観点か

らみた“節約効果"は他産業と比べても大である

ことが容易に理解されよう.より具体的には，こ

のようなエネルギー多消費産業の最終エネルギ一

段階での 1 kcalの“節約"は，もしそれが可能な

らば，原油供給 1-4 ケースあたりでは約 3 倍の

それらをPEMシリーズの各ケースライスとし，

ネルギー問題のモデル分析に関して，世界各国で

作成されたいろいろなモデルの概略を整理したも

のとして[ 1 J, [2 J，また代表的なモデルをとり

上げたうえで概要を紹介し，あるいは比較検討を

加えたものとして[9Jあるいは[10Jがある.たと

ニ己効果となってト{タルエネルギーシステムに反映

家庭，業務部門に対して，最終エネルギー需要

充足条件のシャドウプライスを暖房，冷房に分類

されるということができる.

えば上に述べたエネルギーモデル分析の各分類に

属する代表的なものとしては，最適化型モデル分

析として[ 4 J, [5 J, 

分析として[ 7]，経済分析型モデル分析として

[ 6 J, [8 J, [11 ]などがある.

シミュレーション型モデル

ーモデル分析としてなされた研究の成果の中のご

く一部に過ぎないが，興味を有される諸氏は参照

エネルギー問題へのモデル分析のアプ

ローチの概要について研究の歴史的経過を含めて

これらはエネルギ
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されたい.

して各平均をとったものが図 3.9 に与えられてい

る.この結果からは，暖房のほうが冷房よりも，

あるいはまた家庭部門冷暖房のほうが業務部門冷

暖房よりも相対的に“節約効果"が大きいことが

確認される.暖房用エネルギーが灯油，重油，電

気等の代替性があるのに対して冷房用エネルギー

はほぼ電気であること，あるいはまた家庭部門冷

暖房機器の効率が業務部門の機器の効率よりも低

いことが上の各々の現象に起因していると思われ

る.また図 3.8 の産業部門のシャドウプライス数

値と比べて，図 3.9 の民生部門の数値が小さいの
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ここで述べることは紙面の都合で不可能であるの

で，本稿で紹介したようなモデル分析例のいくつ

かの問題点とそれらを補うための今後の研究の方

向について筆者の私見を交えて述べておくことに

する.われわれのエネルギーモデルのような LP

型確定的 (deterministic) モテ'ルにおいては，以

下に掲げるような問題点が指摘されている.

(1)外生的に与える最終エネルギー需要などの L

P右辺値の不確定性をどう解釈，処理するのか.

(2) コスト(あるいは価格)と需要を外生的確定

的に与えることによって，本来それらが同時に決

定され，相互関連を有することは無視されている

のではないか.

(3)し、くつかのエネルギー源問の代替性あるいは

補完性といった栢互関係に関してはLP モデルの

解からは何も得られないのではないか.

上のような問題点に明確に答えうるようなモデ

ル分析手法が現存しているとは筆者は思わない.

しかしながら， LP モデルによっても， (2)は少々

別としても，その他の問題点に関してはパラメト

リック LPあるいは LPの感度分析等によってか

なりのところまでは答えうるものである.特に(2)

の問題点を補うものとして SRI モデル分析[11J 

などの経済分析型モデル分析が数多く存在してい

るし，また(3)を補うものとして Christensen et 

al [3J 以来のトランスログ型生産関数理論を用い

たモテ守ル分析が 1970年代に非常に盛んに行なわれ

てきている.現在においてもエネルギー問題全般

に対して効果的な分析手法があるとは思えない

が，このような状況の中では各々の目的に合った

分析手法を適用することが重要で、あることは言う

までもない.そのような中からより良い，より強

力なエネルギーモデル分析手法が生まれてくるも

のと筆者は信じている次第である.

おわりに

本稿の内容に関しては，すべて筆者ら個人の分

析によるものであって，いかなる組織の見解とも
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何ら関係を有するものではないことを断わってお

きたい.また本稿のベースとなっているエネルギ

ーモテ。ルの作成にあたっては，当電力中央研究所

の小川洋氏(現千葉工大教授)，斉藤雄志氏および

センチ品リーリサーチセンタ{の長田紘一氏に絶

大な協力をいただいたので，ここに改めて感謝の

意を表したい.
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